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完全⾃動運転実現に向けた
政府全体の制度整備
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1政府全体の⾃動運転推進に向けたこれまでの取組と最近の動向

「官⺠ITS構想・ロードマップ」
IT総合戦略本部は、これまで、⾃動運転に係る政府全体の戦略（「官⺠ITS構想・ロードマップ」）を、毎
年策定。※最新版は、「官⺠ITS構想・ロードマップ2016」（2016年5⽉：IT総合戦略本部決定）

公道実証の推進
ロードマップ2016に記載した「2017年までの公道
実証」に向け、関係省庁の協⼒のもと取組が進展。

 沖縄でのバス⾃動運転実証実験 (2017年3⽉〜)
 ⾞いすや⾼齢者の⽅々も

乗り降りしやすいよう、バス停に
ほぼ隙間なく正確に横付け

 関東地⽅等での⼤規模実証実験 (2017年9⽉頃〜)
 海外メーカーを含め、

国内外に参加を呼びかけ、
国際標準化及び
ダイナミックマップ等の
研究開発を促進

＜総合科学技術・イノベーション会議・SIP⾃動⾛⾏システムでの取組み＞

最近の動向
⾼度な⾃動運転実現に向けた企業の取組、市場化
のための制度整備に向けた検討が、世界的に進展。
＜⾼度な⾃動運転の市場化に向けた企業の動き（海外企業の例）＞

 ⽶国カリフォルニア州
 ⾼度な⾃動運転⾞の公道での実

⾛⾏に係る許可⼿続等の規則
（案）を公表。(2016年9⽉)

 Ford（⽶）
 2021年に配⾞サービスなどに向
けた完全⾃律⾛⾏⾞を数千台
提供すると発表。
(2016年8⽉)

 BMW（独）
 2021年までに複数の完全⾃動運
転⾞が連携して稼働するシステム
の実現を⽬指す
と発表。
(2016年7⽉)

＜⾼度な⾃動運転の市場化に向けた制度整備の動き（例）＞

 国連
 「道路交通条約」と⾃動運

転との整合性につき、積極
的に議論中。

⾼度な⾃動運転の実現に向け、公道実証の環境整備に加え、
市場化・サービス化を可能とするための本格的な制度整備の検討が必要（制度間競争）。

⼀般道路

⾃動⾞
専⽤道路

テストコース



2完全⾃動運転の実現に向けた制度整備の⽅針（⼤綱）の策定

⽬標実現にあたっての課題
⾼度⾃動運転（レベル3以上）の市場化・サービ
ス化には、「ドライバーによる運転」を前提としたこれ
までの交通関連法規の⾒直しが必要。
 検討の範囲は多岐にわたり、また、相互に関連。

 ⾃動運転⾞両の特定と安全基準の在り⽅
 道路交通法等におけるルールの在り⽅
 保険を含む責任関係の明確化 など

 国際動向、イノベーションに配慮した制度設計。

具体的なアクション
2017年度中を⽬途に、完全⾃動運転等実現のための政府全体の制度整備の⽅針（⼤綱）を策定。
 関係省庁の積極的な協⼒を得て、IT総合戦略本部にてとりまとめ。
 今夏までに策定予定の「官⺠ITS構想・ロードマップ2017」に⼤綱策定に向けた基本的考え⽅、検討体制等を記載。

新たに掲げるべき⽬標
⾼度な⾃動運転（レベル3以上）の市場化・サー
ビス化に係る市場化期待時期を設定。
 限定地域における無⼈⾃動運転移動サービス（レベ
ル4）：2020年まで

 ⾼速道における⾼度な⾃動運転⾞（レベル３以
上）：2020年以降 など
レベル 運転主体 市場化期待時期と制度

レベル２以下 ドライバーによ
る運転を前提

現⾏法で対応可能
（既に実⽤化済み）

⾼度な⾃動運転
（レベル３以上）

システムによる
運転が前提

2020年以降市場化
交通関連法規の⾒直しが必要

今後の取組の⽅向
2025年の⾃動運転社会の到来を⾒据え、2020年までに完全⾃動運転を含む⾼度な⾃動運転（レベ
ル3以上）の市場化・サービス化の実現を⽬標として設定し、必要な制度整備に向け逆算して取り組む。

政府⼀体による検討が必要


